
作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策13-2-①

- - 効果的な広報のため
の総合調整

報道機関へ広報スケジュール
の提供や、ＳＮＳ投稿研修など
消防情報を効果的に発信でき
るよう総合的な調整を図りま
す。

○

・定期的にインスタグラム
を投稿したほか、チラシを
作成してイベントや採用説
明会などで配布したことや
投稿した動画のダイジェス
ト版を作成してデジタルサ
イネージを活用して紹介し
たことで、インスタグラムの
フォロワー数が年度当初
の2倍以上となる1.2万人と
なりました。

2

- - 効果的な広報のため
の総合調整

ホームページやＳＮＳ投稿など
消防情報を効果的に発信でき
るよう総合的な調整を図りま
す。

○

・インスタグラムで定期的
に情報を発信したほか、ポ
スターやチラシを作成して
各種イベントで配布して効
果的に情報を発信しまし
た。

3 行財1-4-①

- - 各種研修を実施 各階級や職位に応じた研修を
実施し、組織運営を担う職員の
育成を進めます。

○

・新規採用者向けの研修を
大幅に拡充するなど、職員
の育成強化を図った。

4

- - ・注意喚起及び情報
提供を実施
・研修による職員への
意識付け

・定期的に注意喚起及び情報
提供を行い、職員の規範意識
の保持を図ります。
・昇任者研修や経年後研修な
どの機会を通じ、定期的な職
員への意識付けを行います。 ○

・全職員への注意喚起、研
修の実施、相談しやすい体
制に向けた制度見直しな
ど、不祥事防止体制を強
化した。

不祥事の未然防止に向け、
研修や注意喚起を継続する
とともに、相談しやすい環境
づくりと早期発見・対応の強
化に取り組みます。

市民から信頼される組織であり続
けるため、服務規律の徹底を図り
ます。

総合的に判断

東北地区支部消防救助技術指導
会の開催及び全国消防救助技術
大会の準備を通じて消防の魅力を
発信します。

総合的に判断 ・ホームページとＳＮＳの投稿
は継続しますが、他にも空
港、駅、高速道路ＳＡ等の交
通拠点に設置されているデジ
タルサイネージ、道路情報
板、民間企業の広告媒体を
利用して魅力を発信します。
・市長部局、教育委員会と連
携し、新潟市内の小学校やこ
ども園に作成したチラシを配
布します。

職員一人一人が持つ資質や能力
を最大限発揮して、自分らしく活躍
できるよう人材育成の取り組みを
進めます。

総合的に判断 研修内容や対象を精査し、各
階級・職位に応じた効果的な
研修を継続的に実施します。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

火災予防や消防の魅力を発信す
るため、効果的で分かりやすい広
報を行います。

総合的に判断 ・消防業務の情報を各種広
報媒体により発信して、イン
スタグラムのフォロワー数を
1.5万人以上に増加させま
す。

主な取組（事業）

No.

組織目標 指標

R7.4.1

組織名（部） 消防局
組織名

（準部・課・機関名）
企画人事課 R8.3.31

組織目標管理シート

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・火災件数

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 行財1-2-①

- - 適切な予算編成事務 消防体制の充実強化及び救急
需要対策を踏まえた予算要求
を行い、効果的かつ効率的な
予算配分を実施します。

○

消防車両2台と救急車両4
台を更新するほか、マイナ
保険証を活用した救急業
務の円滑化について予算
編成を行いました。

2 行財1-3-②

3 3 ・査察モバイル整備事
業
・危険物許認可等電
子システム整備事業
・災害時消防オペレー
ションシステム整備事
業

デジタル技術の導入が円滑に
進むように、予算を執行管理す
る立場で積極的に担当課を支
援します。

○

計上した3事業全てについ
て、整備を完了し運用を開
始しました。

3

4 3 ・南消防署大規模改
修事業
・江南消防署空調改
修事業
・西消防署空調改修
事業
・北消防署自家用給
油施設整備事業

新潟市消防施設長寿命化計
画に基づく庁舎改修を実施し
ます。

×

南消防署大規模改修事業
は、令和8年度竣工に向け
て着工しました。
江南消防署空調改修事業
及び北消防署自家用給油
施設整備事業は実施設計
を完了しました。
西消防署空調改修事業は
実施設計の入札不調が続
き着手できませんでした。

4

- - 西消防署寺尾出張所
改築事務

令和6年能登半島地震により
被害を受けた西消防署寺尾出
張所の本格的な復旧を図りま
す。

○

西消防署寺尾出張所の建
物被害状況調査を行いま
した。その結果を踏まえて
改修計画を検討していま
す。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

R7.4.1

組織名（部） 消防局
組織名

（準部・課・機関名）
総務課 R8.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

消防体制の充実強化に向けた予
算編成を推進します。

総合的に判断 事業効果を最大限発揮でき
るように、予算の執行管理を
徹底します。

主な取組（事業）

令和6年能登半島地震により被害
を受けた消防施設の復旧を図りま
す。

総合的に判断 消防活動拠点として機能を発
揮するために必要な復旧方
法を計画し、早期の事業化を
目指して関係所属と調整を図
ります。

消防業務のデジタル化に取り組
み、大規模災害時における情報処
理の強化や予防業務等の効率化
を図ります。

整備数（実施数） 導入したデジタル技術の効
果について、所管課と評価を
行い、消防業務における情報
処理の強化や予防業務等に
おける効率化を進めます。

消防活動拠点施設の充実強化に
向けた庁舎整備を実施します。

整備数（実施数） 着工及び実施設計が完了し
た3事業については、令和8
年度に工事を竣工し、消防施
設としての機能強化を図りま
す。
西消防署空調改修事業は、
実施設計業務の契約に向け
て、引き続き関係所属と連携
を図り事業を進めます。



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1
政策13-2-①
政策13-2-②

370 397 火災予防及び住宅用
火災警報器設置・維
持管理促進の広報

過去の火災原因から傾向を分
析し、対策等を広く市民に周知
するとともに、住宅用火災警報
器の重要性や点検・交換の必
要性及び感震ブレーカーの普
及について広報していくため、
民間事業所等と連携しなが
ら、報道機関やＳＮＳ等の各種
広報媒体を活用し、情報発信
を行います。
また、高齢者家庭への住宅用
火災警報器取付サポートを継
続実施します。

○

火災予防及び住宅用火災
警報設置・維持管理促進
の広報を、民間事業所等
と連携しながら、火災分析
資料や動画等を報道機関
へ提供する等、様々な媒
体を活用し行い、防火対策
を周知しました。

2 政策13-2-②

95 100 リトルファイヤース
クール

小学校の社会科の授業で対
面又はオンラインで授業を行
い、火災予防などの知識の習
得や命を大切にする心を育成
します。
また、デジタル教材を充実・強
化し、児童の理解度を深めま
す。 ○

事業の目的・趣旨を指導
マニュアルに反映させ、教
育の質向上を図るととも
に、全ての小学校でデジタ
ル教材を導入し実施する
ことができました。

3 行財1-4-①

- - 火災調査体制の強化 火災調査における署調査員の
知識を平準化し、調査技術の
向上を図り、火災予防対策に
必要な基礎資料の充実を図り
ます。

○

・計画的な研修の実施及
び調査支援を行い、調査
員の知識の向上と技術の
平準化を行いました。
・火災予防広報に必要な
資料の充実を図りました。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・火災件数
R7.4.1

組織名（部） 消防局
組織名

（準部・課・機関名）
予防課 R8.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

火災による被害の低減を図るた
め、効果的でわかりやすい広報を
行います。

報道機関・ＳＮＳに
よる情報発信数
（件）

引き続き、効果的な広報を行
い、火災による被害の低減を
図ります。

主な取組（事業）

幼少期から命の大切さと防火意識
を醸成するため、小学生を対象と
した消防教育を実施します。

リトルファイヤース
クールにおけるデ
ジタル教材導入率
（％）

引き続き、デジタル教材の充
実を図ります。

火災予防政策・施策推進を図るた
め、組織を支える人材育成の取り
組みを進めます。

総合的に判断 引き続き研修や技術支援を
行い、火災調査技術の向上
を図ります。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 行財1-4-①

- - 消防関係法令の規制
指導能力の向上

全職員向け研修のほかに、職
員に対して指導する「教育指導
者」を育成し、より効果的に全
職員の意識や業務遂行能力の
向上を図ります。

○

規制指導業務に係る実地
研修の拡充、予防リーダー
育成研修の実施など、職
員の育成強化を図りまし
た。

2 政策13-2-②

是正 是正 違反処理 消防法令違反が認められる事
業所に対する文書指導及び違
反処理を実施します。

○

消防法令違反に対し文書
指導の徹底と違反処理に
より、違反是正を図りまし
た。

3

13回以上 15回 事故防止対策 事故防止の情報発信を行い、
類似事故の防止に努めます。

○

類似事故の防止を目指し、
当初の目標を達成しまし
た。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

R7.4.1

組織名（部） 消防局
組織名

（準部・課・機関名）
規制指導課 R8.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

規制指導業務遂行能力を高める
ため、職責に合わせた効果的な研
修を実施し、人材育成の取り組み
を進めます。

総合的に判断 教育指導者の育成を強化し、
組織全体の規制指導業務の
遂行能力の向上を図ります。

主な取組（事業）

火災による被害を低減するため、
事業所における防火安全対策の
強化を図ります。

消防法令違反の是
正

長期継続している消防法令
違反に対しては、違反処理を
実施し、早期是正を図りま
す。

市民生活の安心、安全を確保する
ため、危険物、高圧ガス及び火薬
類に係る事故防止に努めます。

事故情報発信数
（回）

引き続き事故防止対策に努
めるため、効果的に情報を発
信していきます。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策13-2-③

- - 災害対応力の強化
（消防局）

基本訓練をはじめ、各種災害
対応訓練を実施するとともに、
職位や職務に応じた効果的な
研修を実施することで、消防部
隊の強化を図ります。 ○

基本訓練をはじめ、特殊災
害対応訓練や関係機関と
の合同訓練などの各種訓
練を実施するとともに、職
位や職務に応じた効果的
な研修を実施し消防部隊
の強化を図りました。

2 政策13-2-③

- - ・大規模災害に備えた
事前対策
・災害時消防オペレー
ションシステム整備事
業

地震等の大規模災害に備え、
緊急消防援助隊の応受援計画
に基づく訓練等を実施するとと
もに、災害情報を見える化して
迅速な分析と消防活動を行う
ためのオペレーションシステム
を導入し体制強化を図ります。

○

緊急消防援助隊の応受援
計画に基づく訓練及び研
修を実施するとともに、災
害時消防オペレーションシ
ステムを整備し体制強化を
図りました。

3 政策13-2-③

政令市中１位 政令市中１位 消防団員の入団促進 報道機関やＳＮＳ等を活用し、
若年層を主なターゲットとした
消防団のＰＲを行うほか、地域
に根差した団員募集に取り組
みます。 ○

「ちびっこ消防団」や「消防
フェスタ119」等の各種イベ
ントにおいて積極的に入団
促進を図ったほか、メディ
アを活用することで広く消
防団PRに取り組みました。

4 行財3-2-②

- - 災害対応力の強化
（消防団）

実践的な訓練の実施により、
災害対応力の向上を図るほ
か、自主防災訓練への参加指
導や幼児防火教育により地域
防災力の向上に努めます。 ○

消防総合訓練をはじめ、消
防演習や消防職団員の連
携訓練により、消防団の災
害対応力の強化を図った
ほか、　自主防災訓練や幼
児防火教育を継続実施し、
地域に密着した活動を行
いました。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

R7.4.1

組織名（部） 消防局
組織名

（準部・課・機関名）
警防課 R8.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

消防車両等の計画的な整備や訓
練による消防部隊の強化を図りま
す。

総合的に判断 消防車両等の計画的な整備
を進めるとともに、効果的な
訓練及び研修を継続実施し、
さらなる消防部隊の強化を図
ります。

主な取組（事業）

消防総合訓練をはじめとする各種
訓練の充実により、消防団の災害
対応力の一層の向上を図ります。

総合的に判断 各種訓練の充実により、消防
団の災害対応力の一層の向
上を図ります。

大規模災害の発生に備え、緊急消
防援助隊などの受援体制の強化
を図ります。

総合的に判断 大規模災害の発生に備え、
緊急消防援助隊の応受援計
画に基づく訓練を継続実施す
るとともに、災害時消防オペ
レーションシステムの習熟に
より、さらなる体制の強化を
図ります。

地域防災の中核である消防団員
の充足率の向上を目指し、特に若
年層を対象とした入団促進を図り
ます。

消防団員一人当た
りの人口

消防団員の充足率の向上を
目指し、特に若年層を対象と
した入団促進を図ります。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1
政策13-3-①
行財1-3-①

10％以上 13.1% ・救急ステーション研
修

・救急業務ICT化推進
事業

・救急救命士の質の維持向上を目
的に、救急ステーションを拠点とし
た病院実習及びドクターカー同乗
実習など、医師による直接指導を
主とした研修体制の充実を図りま
す。

・救急業務に導入したＩＣＴ技術を
効果的に運用することで、病院収
容所要時間短縮による傷病者（市
民）の負担軽減と増加する救急要
請（出動）に迅速に対応します。

○

計画的に救急救命士の養
成と生涯教育の充実を図
りました。
救急業務支援システムで
は、市内外の23病院から
協力を得られたました。
また、病院照会時間や病
院収容所要時間が短縮し
ており、救急搬送の効率化
が図られました。

2
政策13-3-③
行財3-2-③

14,000人以上 18,456人 ・応急手当普及啓発
事業

・「にいがた救命サ
ポーター制度」の充実

・応急手当を普及啓発し、適切
な応急手当が実施できる市民
（バイスタンダー）を育成しま
す。

・ＡＥＤによる早期除細動（電気
ショック）を可能にするため、協
力事業所数の増加を図りま
す。

○

広報誌やホームページ、Ｓ
ＮＳ等を活用し応急手当普
及啓発を図った結果、応急
手当講習受講者数の目標
を達成することができまし
た。

3 政策13-3-②

前年以下 21.6% 救急医療相談窓口の
周知

救急車の適正利用を促進する
ため、「救急医療相談電話（＃
7119）」、「小児救急医療相談
電話（＃8000）」、「救急受診ア
プリ（Ｑ助）」、「ＡＩ救急相談アプ
リ」といった救急医療相談窓口
を広報します。

○

報道機関、SNSや広報イベ
ントなど、あらゆる広報手
段を活用して、救急車の適
時適切な利用や予防救急
の広報を行ったことで、軽
症者が占める割合が減少
しました。

4 行財3-2-②

- - 災害対応力の強化
（消防団）

実践的な訓練の実施により、
災害対応力の向上を図るほ
か、自主防災訓練への参加指
導や幼児防火教育により地域
防災力の向上に努めます。

○

消防総合訓練をはじめ、消
防演習や消防職団員の連
携訓練により、消防団の災
害対応力の強化を図った
ほか、　自主防災訓練や幼
児防火教育を継続実施し、
地域に密着した活動を行
いました。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・病院収容所要時間（119番通報から医師引継ぎまでの時間）
R7.4.1

組織名（部） 消防局
組織名

（準部・課・機関名）
救急課 R8.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

救急救命士の計画的な養成・教育
や救急業務の高度化を推進する
とともに、ドクターカーの効果的な
運用を図ります。

社会復帰率 社会復帰率の向上のため、
引き続き救急救命士の質の
向上に取り組みます。
救急業務支援システムのシ
ステム改善を継続して行い、
救急搬送の効率化を図って
いきます。

主な取組（事業）

消防総合訓練をはじめとする各種
訓練の充実により、消防団の災害
対応力の一層の向上を図ります。

総合的に判断 各種訓練の充実により、消防
団の災害対応力の一層の向
上を図ります。

応急手当が行える市民を育成す
るため、様々な機会を捉えて講習
会を開催し、応急手当の普及啓発
を推進します。
また、市内に設置してあるＡＥＤの
有効活用に向けた取組みを推進
し、応急手当の質の向上を図りま
す。

応急手当講習受講
者数

受講者数の達成をゴールと
せず、市民の適切な応急手
当の実施と安全意識の定着
を中長期的な目標とし、継続
的な普及啓発と講習機会の
拡充を図ります。

救急車を有効活用するため、予防
救急や救急車の適正利用につい
ての普及啓発を推進します。

救急搬送人員の
うち軽症者が
占める割合

軽症者割合の減少を成果と
して維持しつつ、市民一人ひ
とりの救急に対する適切な判
断力向上と予防意識の定着
を図るため、適正利用広報を
継続して行います。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策13-2-③

39 68 ・消防指令管制セン
ター各種運用訓練
・映像通報システムの
積極的な活用及び広
報

実践的な訓練を通じて消防指
令管制センターを効果的に機
能させ、地震等の大規模災害
時にも安定した運用ができるよ
う強化を図ります。

○

消防指令管制センター訓
練計画を策定し、計画に
沿って各種訓練を実施し目
標を達成できました。

2 政策13-3-③

－ － ・口頭指導検証要領
に基づく事後検証
・救急救命士による救
急指導

心肺停止など切迫した救急要
請に対応するため、口頭指導
体制の充実強化を図ります。

○

意識がない、呼吸がよく分
からないなど不確かな通報
内容においても、心肺停止
を視野に入れた聴取を行
い口頭指導体制の充実を
図りました。

3 行財1-4-①

－ － ・車両運用端末及び
無線運用研修
・署所端末装置操作
研修
・駆け付け・加入通報
時の対応訓練

署所・車両に設置の指令機器
等について職員研修を行い、
機器の有効活用を図ります。

○

予定した研修、訓練は全て
実施し、指令機器等の操
作技術の強化を図りまし
た。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・火災件数
・病院収容所要時間（119番通報から医師引継ぎまでの時間）

R7.4.1

組織名（部） 消防局
組織名

（準部・課・機関名）
指令課 R8.3.23

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

各種災害に迅速かつ的確に対応
するため、消防指令管制センター
の運用強化を図ります。

消防指令管制セン
ター運用訓練（回）

引き続き各種訓練を計画し、
多種多様な119番通報に対す
る迅速な部隊選定、的確な支
援情報を提供するとともに部
隊運用の向上を図ります。

主な取組（事業）

119番通報時における口頭指導体
制を充実強化し、応急手当の質の
向上を図ります。

総合的に判断 救急救命士をリーダーに口頭
指導の検証体制を充実させ、
更に踏み込んだ聴取で緊急
度・重症度の判断力の向上を
図ります。

指令機器等の職員研修を行い、部
隊の活動能力強化を図ります。

総合的に判断 これまでの指令機器等の操
作研修のほか、消防指令管
制センターの体験研修を加
え、現場の部隊と指令管制セ
ンターの相互連携の強化を
図ります。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成


